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２０２１年度賃金確定市労組連要求に対する回答 

 

要   求 回   答 

３．新型コロナウイルス感染症から健康と

命を守るために次のことを要求する。 

(1)新型コロナウイルス感染症の子どもた

ちへの感染拡大防止の観点から、希望する

保育士、幼稚園教諭、教職員へのワクチン

接種を早急に実施すること。希望する市職

員へのワクチン接種を早急に実施するこ

と。 

 

 新型コロナウイルス感染症のワクチン接

種については、現在、日本国内において２

回目接種を終えている方が７割を超えてお

り、まだ未接種で１回目接種を希望される

方を対象とした予約枠も設置されている状

況である。今後は、追加接種が推進される

中、引き続き、ワクチン接種についての有

用性や副反応も含め感染予防に有効な情報

発信に努めていく。 

なお、これまでの本市独自の取り組みと

して、６月中旬に、インテックス大阪会場

等で予約枠の空きが発生した際に、教職員

等を対象に接種を行った。また、同会場に

おいて、８月 30 日から９月 26 日の間に、

城見ホール及びОＣＡＴ会場において、９

月 25 日及び 26 日に、保育所など児童福祉

施設等の従事者、幼稚園・小中学校等の教

職員の優先接種枠が設けられてきている。 

 

(2)希望する職員に対して PCR 検査を実施

すること。勤務先で陽性者や濃厚接触

者が出た場合、当該職場の職員のＰＣ

Ｒ検査を実施すること。また、エッセン

シャルワーカーとして奮闘している教

職員・職員に対しては、行政の責任にお

いて PCR検査を実施すること。 

発熱、咳などの風邪症状がみられる職員

は、出勤を自粛等し、医療機関や受診相談

センターに相談するように啓発している。

また、限りある医療資源のもと、発熱等の

症状がある人や濃厚接触者に対して、ＰＣ

Ｒ検査が実施されている。引き続き、業種

別の感染予防策について、国や他都市の動

向を注視してまいりたいが、まずは、基本

的な感染予防対策の徹底が重要であると認

識している。 

 

(3)新型コロナウイルスワクチン接種を受

ける際に、保護者同伴が必要とされる

場合に、同伴する当該の教職員・職員に

対して特別休暇等を認めること。 

新型コロナウイルス感染症のワクチン接

種にあたっては、要件が該当すれば、子の

看護休暇が取得可能である。 

今後も、国や他都市、民間状況の動向を

踏まえ、適正な職員の勤務労働条件の確保

に努めてまいりたい。 

 

(4)新型コロナウイルス感染症罹患により

重篤化する可能性が高い、妊婦(妊婦の

パートナーを含む)、基礎疾患のある教

職員、高齢者や介護等を必要とする家

発熱等、新型コロナウイルス感染症の発

生に起因する事由により勤務することが困

難な場合については、特別休暇を付与する

こととしたほか、感染症拡大防止を目的と
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族がいる教職員等への特別休暇を有給

で新設すること。感染リスクを減らす

ため、在宅勤務や教育公務員特例法第

22条に基づく自宅での研修承認を必要

に応じて積極的に活用すること。3密を

避けるための時差通勤、マイカー通勤

等について必要に応じて承認すること

等、労安(安全配慮義務)の観点も踏ま

えて対応すること。 

 

した柔軟な勤務体制の確保の観点から、テ

レワーク（在宅勤務）制度を実施するとと

もに、公共交通機関への集中を避け、教職

員間や子どもへの感染の拡大を防止するた

め、当面の間、マイカー等通勤を緩和する

こととし、各校園長あてに通知を行ってい

る。 

今後とも引き続き、勤務労働条件につき

ましては、本市全体の動向を注視し、適切

に対処してまいりたい。 

 

４．新型コロナウイルス感染症による後遺

症に罹患している教職員・職員に対して、

勤務上の配慮を行うこと。また、特別休

暇を認めること。 

新型コロナウイルス感染症による後遺症

については、現在、国において研究が進め

られている状況であり、現時点で特別休暇

を認めることは困難であるが、療養のため

勤務しないことがやむを得ないと認められ

る場合には病気休暇を取得することが可能

である。 

 

５．地域経済の振興・消費不況の克服・生活

改善につながる基本賃金の改定と一時金

の引上げを行うこと。また、年齢による

（55歳以上の）昇給抑制を廃止すること。 

令和３年 11月５日に「令和３年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 

また、55歳以上の昇給抑制については、国

等の制度を鑑みると、廃止は困難である。 

 

７．正規職員と非正規職員の間の不合理な

待遇差の解消を行い、均等待遇を実現す

ること。2020年 10月 15日の「日本郵便

裁判」最高裁判決を踏まえた対応を行う

こと。非正規職員(任期付職員、会計年度

任用職員、臨時的任用職員を含む)につい

て次ぎの改善を図ること。 

(1)常時勤務が必要な職種は、正規職員と

して採用すること。 

(2)すべての非正規職員に正規職員と同等

の手当、一時金、退職手当を支給するこ

と。休暇、労働安全衛生、共済、労働災

害、福利厚生等について、非正規職員に

も「均等待遇」として保障すること。 

(3)自治体によっては高卒初任給が最賃を

下回るところがある。最賃法適用除外

だからといって公務員賃金の最賃割れ

が容認されるものではない。会計年度

任用職員の賃金も最賃を下回ってはな

らない。非正規を含むすべての地方自

治体職員の１時間当たりの給与額が地

 任期付職員及び臨時的任用職員の給与に

ついては、総務省通知等を踏まえ、正規職

員と同様の制度とするとともに、通勤手当

の支給方法については、月途中で採用され

た場合等の特例を設けているところであ

る。 

会計年度任用職員制度については、地公

法改正の趣旨を踏まえ、正規職員と同様に

職員個人の前歴に応じた初任給決定を行

い、期末手当を支給できるものとしたとこ

ろであるが、引き続き運用実態を注視する

とともに、勤務労働条件に関する課題が生

じた場合には、十分な交渉・協議等を行っ

てまいりたい。 

 なお、職員の採用については、地方公務

員法等関係規程に基づき、競争試験または

選考により行っている。 

任期付職員、臨時的任用職員、会計年度

任用職員について、健康診断やストレスチ

ェック等、法に基づき実施しており、公務

災害が発生した場合の補償についても正規
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域別最低賃金を下回ることのないよう

同等にすること。 

(4)会計年度任用職員の期末手当支給に際

して月例給を引き下げたことを改め、

月例給を元の水準に戻したうえで期末

手当を支給すること。会計年度任用職

員に勤勉手当が支給されないままで、

期末手当の削減は行わないこと。 

 

(5)会計年度任用職員の勤勉手当（相当報

酬）について、国の非常勤職員に準じ

て、常勤職員と同等月数の勤勉手当（相

当報酬）を支給するよう対応すること。 

(6)会計年度任用職員制度は処遇改善とな

っていない。会計年度任用職員の初任

給基準を引き上げるとともに、最高号

給を撤廃すること。会計年度職員の任

用においては、競争試験とはせず選考

（面接等）のみとすること。また、公募

によらない再度の任用の上限を設けな

いこと。 

(7)業務に関する研修をきちんと保障する

こと。 

(8)正規職員への任用替えをすすめるこ

と。 

(9)長期間非常勤（非正規）職員として勤務

を継続してきた職員の無期転換の制度

を創設すること。 

 

職員と同様に実施しているところである

が、引き続き国や他都市の状況を注視して

まいる。 

９．初任給基準について 

(1)民間より大きく下回っている初任給基

準の改善ならびに中途採用者の初任給

基準を改善すること。さらに、若年層職

員の給与水準を改善すること。 

 (3)民間より低い保育士の初任給基準を大

幅に引き上げること。 

 

令和３年 11 月５日に「令和３年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 

(2)矛盾に満ちた「2019年度からの教員の

初任給引き上げ」について、初任給基準

の変更を行わないことによるモチベー

ションに関わる問題・中堅ベテラン層

のモチベーションに関わる問題等を踏

まえ、初任給基準の改善を行うこと。 

 

本市では、いわゆる「団塊の世代」教員の

大量退職、新任教員の大量採用が続いてお

り、管理職不足の解消、教員の資質向上は

もとより、優秀な人材の確保といった喫緊

の課題を抱えているところである。これら

の課題解消を図るため、主務教諭制度の導

入等、さまざまな制度改正を行ってきたと

ころであるが、「優秀な人材の確保」につい

ては、多くの優秀な教員を獲得し、本市の
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教育水準の更なる向上を図ることを目的と

して、平成 31年度より、教育職員の初任給

水準の引き上げを実施してきたところであ

る。 

 引き続き、他都市動向も注視しながら、

教員がモチベーションをもって働き続ける

ことができるよう、制度のあり方について

研究してまいりたい。 

 

(4)前歴加算の換算率は全て 10割とし、格

付け上の調整率は廃止すること。また、

換算率により換算して得られる期間を

除する月数を全ての期間３月とするこ

と。当面、換算率により換算して得られ

る期間のうち、5年を超える部分につい

て 4.5 月で除して得られる号給（端数

切捨て）を初任給基準に加算するとい

う取り扱い、その他の期間の換算率

（0％）の取り扱いなどを、「外部経歴期

間を長期間有する職員が近年増加して

いる状況であり、このような状況や他

都市の状況等を踏まえ……」て改善す

ること。また、1週間当たりの勤務時間

が本務職員の半分程度以上なら 50％換

算だが、大阪市の同じ局の雇用による

二つの短時間勤務を合算すれば 20 時

間となるのに、合算しないために半分

以下となり０％とされていることにつ

いても改善を行うこと。 

 

新規採用者等に対する初任給決定に係る

前歴加算制度については、昨年度、「職員の

初任給の決定に関する規定」を改正し、試

験区分より下位の学歴を有する者で、下位

の学歴の初任給基準から外部経歴を加算す

る方が有利な者については、外部経歴を加

算できることとしたところである。また、

短時間勤務の取扱いについては、国等の制

度を鑑みて一定の措置を講じているため改

善は困難である。 

今後も引き続き、他都市状況等も注視し

ながら検討してまいる。 

10．給料表の改善を行うこと 

(1)大阪市に働くすべての労働者の基本賃

金を月額 25,000 円以上引き上げるこ

と。 

(2)号給を追加し、昇給間差額 1,500 円を

保障すること。また、2021年 9月 29日

の大阪市人事委員会「職員の給与に関

する報告及び勧告」の「課長級以下の職

務の級では、最高号給に達した職員が

一定数存在し、 かつ増加している。（中

略）それらの職員の執務意欲の維持・向

上につながるような方策を継続的に検

討していただきたい。」を踏まえた改善

を図ること。 

令和３年 11月５日に「令和３年度給与改

定等について」として提案したとおりであ

る。 
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(4)保育士の給料表の水準を引上げるこ

と。引上げにあたり職務の専門性及び

他都市の水準を考慮し、人が逃げる状

況を改善し人材の確保を図ること。 

(6)月例給だけで見れば生活保護基準を下

回る状況に置かれている技能労務職の

給与水準を、他都市との均衡がとれる

水準まで引き上げること。 

 

(3)幼稚園教員の給料表を廃止し、小学校・

中学校給料表を適用すること。職務の

専門性及び他都市の水準を考慮し、人

が逃げる状況を改善し人材の確保を図

ること。 

 

幼稚園教員の給与については、本市人事

委員会報告を踏まえた新たな給料表を平成

２７年４月に導入したところである。 

今後も、学校園に勤務する教職員の給与

については、本市人事委員会勧告による意

見、内容を踏まえ、他都市の状況等を考慮

し、適切に対応してまいる。 

 

(5)総務省の「地方公務員法の原則に反す

る。早期の解消を」「非正規(常勤講師)

という理由で区別したり、昇級を妨げ

たりすることは、本来できない」との指

摘を踏まえ、職務内容にほとんど差が

ない非正規教員(常勤講師)の給料表

は、同一労働同一賃金の観点からも、教

諭との区別を設けないこと。 

 

 常勤講師に適用される給料表につきまし

ては、１級としているところであるが、引

き続き、他の自治体の動向を注視しつつ、

慎重に検討してまいりたい。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

11．格付・昇格・昇給基準の改善をはかるこ

と 

(1)行政職給料表５級までの昇格制度の抜

本的改善をめざし、誰もが行政職４級・

技能労務職３級へ昇格できる制度を確

立すること。特に行政職３級への昇格

基準の改善をはかり、すでに昇格から

もれた職員の実損の回復をはかるこ

と。 

技能労務職３級、行政職４級への格付に

ついては、任用を伴うものであり、能力・実

績に基づき適材適所の観点から任用を行っ

てきたところである。今後とも、職員の士

気高揚といった観点から引き続き研究して

まいりたい。 

行政職３級相当級については、主務の級

に位置づけ、人事委員会の選考試験を行う

こととしたこと、平成 24年度からは、若手

職員の職務意欲の向上・モチベーション付

与の観点から、所属推薦を廃止し、昇格選

考要件を満たした者すべてに受験機会を与

えたこと、また、平成 27年度からは、社会

人経験者等の３級昇格にかかる必要在級年

数を短縮、さらに、平成 30年度からは、昇

格選考要綱の非該当要件から、育児休業及

び介護休暇を外すなど、この間、大きな変

更を行ってきたところである。 
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(2)当面、大量に１級に滞留している状況

を踏まえ、保育士の２級への昇格基準

を改善すること。 

行政職３級相当級については、この間、

行政職と同様の変更を行ってきたところで

ある。 

 

(3)当面、大量に１級に滞留している状況

を踏まえ、技能労務職２級への選考基

準を経験年数と専門性を考慮した誰も

が昇格できるものに改善すること。 

技能労務職２級への昇格条件の改善とし

て、令和２年度より、業務主任を補佐する

役割等を担う２級班員を必要に応じて設置

しているところである。 

また、選考基準については、主任選考基

準及び昇格選考実施要綱に基づき主任等へ

の格付けを実施しているところであり、引

き続き研究してまいりたい。 

 

(4)休職者などの昇格基準の改善と昇給延

伸の復元措置を行うこと。 

休職者等の昇給抑制者に対する復職時調

整については、国等の制度を鑑みて一定の

措置を講じているため改善は困難である。 

 

(5)教員間に格差と分断を持ち込み、給与

水準を引き下げる「主務教諭」制度を廃

止すること。 

 

 主務教諭、主務養護教諭及び主務栄養教

諭の職の設置については、新たな教育職員

のキャリアステージ及び職責に応じた給与

制度を構築するため、また教員の人材育成

に資するため、平成３０年４月より教諭と

首席・指導教諭の間に設置したところであ

る。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

 

12．一時金の改善を図ること。 

(1)一時金は、期末手当一本として支給月

数を引き上げること。また、住居手当な

どを算入し基準給与月額を改善するこ

と｡ 

(2)職務段階別加算制度はこれを撤廃し一

律増額をはかるとともに、格差解消に

むけての具体的措置を講ずること。 

(3)勤勉手当の成績率については撤廃し一

律増額をはかること。「実勤務・欠勤日

数の区分に応じた割合」については廃

止すること。また、基準日以前６箇月の

期間のうちにおいて、任用の空白以前

の期間を調査対象期間としない取り扱

いを改め、就労の実態に基づいた支給

を行うこと。 

期末・勤勉手当の職務段階別加算制度に

ついては、平成 19 年６月期から、職務･職

責の違いを明確に反映させるため、年功的

な要素である在級年数や年齢を加算対象要

件とすることを改めたところであり、改正

は困難である。 

その他の事項についても困難である。 

13．高齢層職員の処遇改善 

(1)高齢者の雇用制度の充実・改善をはか

本市における公的年金の支給開始年齢の

段階的な引上げに伴う年金不支給期間への
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ること。 

(2)再任用職員の処遇について一時金支給

率を正規職員と同様にするとともに、

フルタイム職員の賃金を改善するこ

と。 

対応については、再任用制度を活用するこ

ととして、今年度末定年退職者の取扱いに

ついても、昨年度と同様に実施することと

している。 

本制度の運用にあたっては、業務執行体

制における要員の調整と密接に関わり、ま

た、職場実態等についても異なることから、

勤務労働条件に係わる諸課題が発生する場

合については、各単組での協議として取り

扱っていく。 

再任用職員に係る期末・勤勉手当につい

ては、令和３年 11月５日に「令和３年度給

与改定等について」として提案したとおり

である。 

 

14．給与制度決定権限の移譲による教職員 

の給与勤務条件の後退の回復を図るこ

と。「他都市との均衡」を考慮し、大阪市

から人が逃げる状況を改善すること。教

職員の給与勤務条件については、経緯を

踏まえ、特に府との均衡を十分に考慮す

ること。 

  

 

 

 

 

 

 

退職手当については、本市人事委員会勧

告による意見、内容を踏まえ、他都市の状

況等を考慮し、適切に対応してきたところ

である。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

 

(1)退職手当（府内公立学校に比べて 120～

130万円低い）は、最低限大阪府内公立

学校並みに支給すること。講師等の退

職手当についても、最低限大阪府内公

立学校並みに支給すること。 

(2)地方公務員の育児休業等に関する法律

第 9 条「職員は、育児休業を理由とし

て、不利益な取扱いを受けることはな

い」を遵守すること。育児休業者の復職

時調整は、全ての者に対して 100％換算

を行うこと。 

 平成 30 年度以降の主務教諭選考におい

て、育児休業のために前年度の人事評価の

結果がない者については、基準日の年度の

前４年度の人事評価のうち直近の人事評価

を選考における前年度分の評価とみなし、

前々年度分の人事評価については、勤務成

績良好とみなすようにしている。 

育児休業者の復職時調整については、本

市の制度により３分の３換算をしていると

ころである。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

 

(3)主務教諭導入に際し教諭の上限号給

（小中 73 号給、高校 65 号給）が設定

 主務教諭制度導入に伴う教諭の上限号給

については、学歴区分において最も高い年
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されたことにより、14年以上の講師経

験のある者が教諭採用される場合、初

任給の前歴加算において大阪市では 14

年以上の期間は全く反映されなくな

り、前歴加算が大幅に抑制され、22歳

で大学を卒業し 23 年間の講師経験を

経て 45 歳で教諭(新採)採用される場

合の者の初任給は、大阪府と比べて月

額で 5 万円以上低くなっている状況を

改善すること。主務教諭選考に合格し

ても、小中 73 号給（高 65 号給）以上

の号給の者は足ふみ（昇給しない）等の

不利益な取り扱いを改めること。 

 

齢となる博士課程修了後の採用者が 10 年

を迎える 37 歳になった時に適用される号

給を上限に設定している。 

37 歳以上で採用される教諭等について

は、採用者のほとんどを占める短大卒と大

学卒について、主務教諭の選考に必要な経

験年数を６年に短縮する措置を設けてい

る。 

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が

必要な内容については、誠実に対応してま

いりたい。 

(4)高校給料表 1 級職「実習助手」の処遇

は、他都市との均衡・職種の状況・特殊

性等を踏まえ、引き続き改善を図るこ

と。権限移譲に伴い生じた高校給料表 1

級の賃金・給与面の扱いにおける不利

益の解消を早期に行うこと。総括実習

助手、教諭（実習担当）の極めて不当な

昇給停止を直ちに止め、損失を回復す

ること。高校標準法が定める標準定数

については、国庫による財源措置が行

われていることを踏まえ、異常に高い

実習助手の非正規率の改善を図り、労

働条件の改善を行うこと。 

 

 実習助手のあり方等については、教育委

員会が主体性をもって判断すべきであると

考えている。 

なお、高等学校の大阪府への移管に伴い、

令和４年４月以降は、大阪府にて採用予定

の実習助手の処遇については、大阪府の規

程が適用されることとなるが、大阪市立高

等学校における実習助手の処置等について

は、大阪府に伝えてまいりたい。 

(5)権限移譲に際し、他の政令市に例を見

ない「地域手当引き上げ分を相殺する」

ための教育職給料表の「給料表水準の

調整」＝減額（高等学校等 4.56％、小

学校・中学校 4.46％、幼稚園 4.53％、

平成 29年 4月実施）を復元すること。 

 教職員の勤務条件については、本市人事

委員会からの意見を踏まえ、原則、市制度

適用としつつも、学校現場特有の事情の考

慮や激変緩和のための措置が必要な内容に

ついては措置を講じてきたところである。

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が必

要な内容については、誠実に対応してまい

りたい。 

 

(6)女性教職員が多数勤務・活躍している

という学校現場の特殊性を踏まえ、母

性保護にかかわるものをはじめ長年取

り扱われてきた勤務労働条件等を戻す

こと。妊娠障害休暇を 14 日に戻すこ

と。短期介護休暇について、「2週間以

上にわたり」の要件をなくし、診断書等

の提出を必要なしとすること。 

 教職員の勤務条件については、本市人事

委員会からの意見を踏まえ、原則、市制度

適用としつつも、学校現場特有の事情の考

慮や激変緩和のための措置が必要な内容に

ついては措置を講じてきたところである。

今後とも、学校現場特有の事情の考慮が必

要な内容については、誠実に対応してまい

りたい。 
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15．公務の「公平性・中立性・安定性・継

続性」の確保を歪める「相対評価」「能力・

成果主義」を廃止すること。評価結果の

処遇への反映を行わないこと。とりわけ、

生涯賃金に影響し格差を広げる評価結果

の昇給反映は直ちに中止すること。 

相対評価による人事評価制度は、公務能

率の向上や執務意欲の向上に向けて、能力

と実績に応じた適正でより厳格な評価を行

い、また、それに伴う処遇の徹底を図るこ

とで、これまで以上に頑張った職員に報い

るとともに、より市民の信頼を得られる制

度としていくために、平成 25年度より導入

したものである。 

勤勉手当制度においては、令和３年 11月

５日に「令和３年度給与改定等について」

として提案したとおりである。 

 

16．教育職員に対して、職員基本条例第 3

条の定めに反する、また公正性・納得性・

透明性に大きな問題を持つ人事評価制度

（相対評価）を導入しないこと。教育職

員の人事評価制度（「人事考課制度」「目

標管理制度」「学校園運営に関するシー

ト」）を廃止すること。教育そのものを歪

める、学力テストや市独自のテストの成

績結果を教員の給与制度とリンクするよ

うな成績主義強化は行わないこと。教育

活動を歪める、成績結果を校長の給与に

リンクさせる全国に例を見ない取り扱い

を、直ちに止めること。 

 

 平成 31 年１月 29 日の総合教育会議にお

いて提案された評価制度案では、各種学力

調査による、テスト結果の前年度からの向

上度を、学力向上に向けた明確な目標とし

て設定し、学校全体で目標達成に向けた取

り組みを行い、その結果を校長の人事評価

の一部へ反映しつつも、教員の人事評価に

ついては直接反映せずに、教員の指導・助

言につなげるという方向性、また子どもの

安心・安全などの他の要素も加味し、総合

的に評価することが確認されている。 

令和元年８月 1 日には、市長より上記の

方向性は踏襲するが、校長だけで学力を向

上させることには限界があるため、事務局

４ブロックで取り組み、その責任者につい

ても評価を行う、また校長の人事評価では

単年度の向上だけではなく、複数年に渡っ

た伸びを対象とする等の提案があり、新評

価制度の令和２年度本格実施の当初スケジ

ュールを含めて見直しを行い、改めて学校

現場に相応しい制度設計を検討していると

ころである。 

教育委員会としては、今後課題整理を行

い、より公平・公正で客観的な新しい人事

評価制度を構築し、人材育成や組織の活性

化に取り組んでまいりたい。 

 

17．2019 年 10 月 4 日の大阪市人事委員会

「職員の給与に関する報告及び勧告」に

は、「人事部門が行っている職員アンケー

ト結果では、多くの職員が人事評価制度

そのものに理解を示しているものの、人

事評価結果を給与に反映することについ

ては依然として否定的な意見が多く見受

人事評価の給与反映については、大阪市

職員基本条例においても、「人事評価の結果

は、任用及び給与に適正に反映しなければ

ならない。」としており、さらには「昇給及

び勤勉手当については、人事評価の結果を

明確に反映しなければならない。」と規定し

ているところであるが、これに関しては、
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けられる。加えて、評価結果を本人に開

示した際の心境として、執務意欲の向上

につながっていないと受け取れる意見が

約半数あった。」「相対評価による人事考

課については導入から６年が経過してい

る。人事部門はこれまでの人事評価結果

や所属、職員アンケート結果をもとに、

制度本来の目的である職員の人材育成、

執務意欲の向上に資するものとなってい

るかを十分に検証し、人事評価制度の在

り方全般について検討すべきと考える。」

との意見が述べられている。また「現在

の人事評価制度は、相対評価区分に応じ

て昇給号給数及び勤勉手当の支給月数が

定められているが、その点、本委員会は

人事評価結果に対する職員の納得性につ

いて懸念を示してきた。人事評価の実施

後にこのことは、相対評価制度において

必然的に発生するものの、絶対評価結果

が期待レベルに達しているにも関わら

ず、一定数の職員を下位区分にせざるを

得ないことが影響していると考えられ

る。」「本委員会としては、職員の人事評

価結果に係る給与反映については、勤勉

手当のように成果や実績を単年度で反映

させることが望ましく、一方、昇給号給

数への反映は、生涯賃金への影響が大き

いことを考慮し見直す必要があると考え

る。」との意見も述べられている。 

2021 年 9 月 29 日の大阪市人事委員会

「職員の給与に関する報告及び勧告」は

人事評価制度について、「これまで本委員

会は、職員の人事評価結果の給与反映に

ついては、勤勉手当のように成果や実績

を単年度で反映させることが望ましく、

昇給号給数への反映は、生涯賃金への影

響が大きいことを考慮し見直す必要があ

ると言及してきた。これを受け任命権者

は、人事委員会報告・勧告、 職員アンケ

ートの結果を踏まえて、上位区分となっ

た職員には引き続き報いる体系としつ

つ、下位区分となった職員には翌年度の

改善に向けてチャレンジし、 挽回しよう

というモチベーションの向上につなげ、

執務意欲の向上が図られるよう、令和３

年４月から、給与反映における昇給号給

人事評価結果を活用しつつ給与反映方法等

を工夫することが、頑張っている職員に報

いることであり、そのことが職員のやりが

いや、ひいては市民サービスの向上につな

がるものと考えている。 

これまでの人事委員会からの意見におい

て、昇給号給数への反映は生涯賃金への影

響が大きく見直す必要があるとされている

ことや職員アンケートの結果を踏まえ、職

員の資質、能力及び執務意欲の向上により

一層つながる給与反映とするため、別紙「人

事考課制度及び給与反映の改正について」

のとおり改正してまいる。 

引き続き、人事委員会からの意見や職員

アンケートを踏まえ、職員の執務意欲の向

上の観点から、検証・検討していく。 
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数を見直すとともに、「第５区分Ａ・Ｂ・

Ｃ」を設定するなど、人事評価結果の給与

反映が見直されたところである。こうし

た取組により、職員の勤務意欲の向上が

図られることを期待するところである

が、令和２年度の人事評価結果において

も、絶対評価点が期待レベルに達してい

る（３点以上）との評価を受けているにも

かかわらず、相対評価結果が下位区分の

「第４区分」又は「第５区分Ａ」となる職

員が一定数存在している。人事評価制度

については、公平性・公正性・透明性を基

本に不合理が生じないように運用されて

いくことが大切であると考えており、任

命権者においては、 引き続き、下位区分

を受けても頑張った職員がモチベーショ

ンを下げることのないような制度設計を

検討するなど、より効果的な制度の構築

に努めていただきたい。また、絶対評価点

を所属ごとに比較すると、同じ絶対評価

点でも相対評価が 異なる結果となって

いる。各所属の状況や職場実態に相違が

あるものの、絶対評価点に大きなバラつ

きが生じることは公平性を欠いているの

ではないかとの印象を与えかねないもの

である。このため、業務に求められる期待

レベルを明確にするなどして、被評価者

の絶対評価結果に対する信頼性及び納得

性の確保が重要である。」と述べられてい

る。 

(1)懲戒被処分者に対して２重罰を課すよ

うな対応を改めること。「懲戒処分者に

対して、行政職 1 級第 5 区分の昇給号

給数を 2 号給から昇給なし」とする取

り扱いは、「昇給号給数への反映は、生

涯賃金への影響が大きいことを考慮し

見直す必要があると考える」との人事

委員会意見に反するものであり、直ち

に改善すること。 

(2)絶対評価結果が期待レベルに達してい

るにも関わらず、一定数の職員を下位

区分に貶めていることの改善策を早急

に示すこと。 

(3)「昇給号給数への反映は、生涯賃金へ

の影響が大きいことを考慮し見直す必

要があると考える」を踏まえ、さらに
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改善を図ること。 

(4)「人事評価結果や所属、職員アンケート

結果をもとに、制度本来の目的である

職員の人材育成、執務意欲の向上に資

するものとなっているかを十分に検証

し、人事評価制度の在り方全般につい

て検討すべきと考える。」を踏まえ、早

急に改善のための方策を提案するこ

と。 

 

18．諸手当の改善をはかること 

(1)住居手当は、支給額、支給基準を改善

すること。持家にも支給を復活するこ

と。 

住居手当については、令和元年度本市人

事委員会から本市における住居手当の在り

方について、国や他都市状況等を注視しな

がら調査・研究していくとした意見が出さ

れているところであり、今後の動向を注視

してまいりたい。 

 

(2)配偶者手当の引き下げ分を回復させ、

扶養手当全体の引き上げをはかるこ

と。また、扶養認定の所得限度額の改

善をはかること。さらに配偶者の父母

が同居している場合も、扶養手当の支

給対象とすること。 

 

扶養手当については、平成 30年４月に支

給額の見直しを行ったところであるが、引

き続き人事委員会の意見等を注視してまい

りたい。 

(3)通勤手当は臨時職員を含め全額実費支

給とすること。また、経路認定にあたり

所要時間と精神的な負担を考慮し、合

理的な申請経路を認定すること。 

(4)交通用具を利用する場合の認定基準を

改善するとともに、交通用具利用者に

対する手当(駐輪場代を含む)を改善す

ること。 

 

通勤手当については、令和３年 11月５日

に「通勤手当制度の見直しについて」とし

て提案したとおり、認定基準の見直しを令

和４年４月１日に行い、申請のあったもの

から順次適用させる。 

その他の事項については、困難である。 

(5)初任給調整手当(医師)を改善するこ

と。また、保育士に対する初任給調整手

当を創設すること。 

初任給調整手当については、平成 30年４

月に本市人事委員会勧告及び国の改正内容

を踏まえ改定を行ったところであり、困難

である。保育士については、困難である。 

 

(6)夜勤手当(現行を 100 分の 50 に)、超

勤手当(現行を 100分の 150に)、深夜

超勤手当(現行を 100分の 200に)の支

給率の改善をはかるとともに、超勤手

当の算定基礎に住居手当を算入するこ

と。また、休日出勤については振替休日

扱いとせず、代休取得とともに超勤手

当の割増分(100 分の 35)の支給も行う

夜間勤務手当及び超過勤務手当（深夜超

勤を含む）の支給率については、本市職員

の水準が他都市と同水準であることを踏ま

えると、改善を図ることは困難である。 

その他の事項についても困難である。 
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こと。 

 

(7)宿日直手当を改善すること。 宿日直手当については、本市人事委員会

の意見を踏まえ、国等の状況を勘案した見

直しを行っているところであり、困難であ

る。 

 

(8)退職手当を引上げること。 退職手当については、人事委員会の意見

を踏まえ、国等の状況を勘案した見直しを

行っているところであり、困難である。 

 

(9)新型コロナウイルス感染症が保育所、

学校園で発生した場合の疫学調査に従

事した教・職員に対する特殊勤務手当

を支給すること。 

新型コロナウイルス感染症にかかる特殊

勤務手当については、従来の感染症予防救

治従事者手当の支給対象に新型コロナウイ

ルス感染症に対応した場合を加えるととも

に日額 3,000円へと改定をしている。 

また、新型コロナウイルス感染症対策の

ための緊急措置に係る作業に従事した場合

にあっては、日額 3,000 円又は 4,000 円を

支給することとしている。 

新たな業務が発生した場合には、適宜国、

他都市状況も踏まえ検討をしてまいりた

い。 

 

(10)テレワーク利用に伴う費用は自己負

担でなく、手当等として支給するこ

と。 

テレワーク利用に伴う費用に対する手当

の支給については、国・他都市等との均衡

を考慮すると困難である。 

 

19．定年引き上げについて 

(1)制度の大きな変更となることから、導

入に向けて労働組合との協議を十分に

行うこと。 

(2)職員の生活設計に大きな影響を与える

ことから、対象となる職員に対して十

分な説明を行うとともに、職員が検討

する時間を保障すること。 

(3)高齢層職員の知識と経験、技術が活か

されること、加齢困難職種への対応、定

年まで働き続けられる職種（業務）と職

場環境を十分に整えたうえで検討をす

すめること。 

(4)賃金について、55歳以上の昇給停止を

中止するとともに、60歳時点での給与

水準を保障し、定年まで安心して働き

続けらる制度とすること。 

(5)役職定年制を導入しないこと。 

昨年６月の国会において、国家公務員の

定年を引き上げるための国家公務員法の改

正に伴い、地方公務員の定年も 60歳から 65

歳まで２年に１歳ずつ段階的に引き上げる

地方公務員法改正案が可決された。 

現在、国や他都市の動向も踏まえ、定年

年齢の引き上げに伴う準備等を行っている

状況であり、制度設計でき次第、早急に提

案するとともに、交渉・協議してまいりた

い。 
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(6)定年引き上げに際して、給料表全体の

水準の引き下げ及び給与カーブの平準

化は行わないこと。 

20．1日 7時間、週 35時間労働を労使合意

によって実現すること。同時に、拘束時

間の延長なしに休憩時間を 1 時間とする

こと。また、「ノー残業デー」の実施をは

じめとし「1 日 2 時間以内・週 5 時間以

内・月 20時間以内・年間 120時間以内」

の時間外労働の規制を労使合意によって

実現するとともに、交替制勤務について

改善をはかること。健康及び福祉を確保

するために超過勤務の上限規制ととも

に、終業時から始業時まで１１時間の勤

務間インターバル制度を導入すること。 

勤務時間については、国と均衡を失しな

いよう取り扱う必要があり、改正は困難で

ある。 

時間外労働については、これまでも時間

外勤務の縮減にかかる指針に基づき、超過

勤務時間の縮減に向け取り組んできたとこ

ろであるが、７月から８月までの期間を「ワ

ーク・ライフ・バランス推進期間」、11月を

「秋のワーク・ライフ・バランス推進月間」

として設定し「ノー残業デーの一層の徹底」

等の取組を行ったところである。 

今後も、使用者の責務として適正な勤務

時間管理の徹底に努めてまいるとともに、

健康保持の観点も踏まえ、引き続き時間外

勤務の縮減及びワーク・ライフ・バランス

推進に取り組んでまいりたい。 

 

21．労働時間管理について 

(1)使用者の労働時間の管理責任、時間外

労働の本人確認・労働組合の閲覧権を

保障した厚生労働省労働基準局長通

達・労働時間の適正な把握のために使

用者が講ずるべき措置に関するガイド

ラインの徹底により、サービス残業・

不払い労働を解消すること。そのため

の管理者の時間管理を徹底させるこ

と。 

(2)安易に「特別な事情がある場合」を適

用しないこと。また、これまで行われ

た「特別な事情がある場合」の超過勤

務について正当なものであったか検証

し、報告すること。 

(3)全ての職場で 36協定を締結すること。 

(4)テレワーク時の労働時間管理を適正に

管理すること。 

 

労働時間の管理については、平成 18年 10

月よりＩＣカードによる出勤簿のシステム

の本格運用を開始し、職員の出退勤状況の

把握を含めた労働時間の適正な管理に努め

ているところである。 

また、令和３年４月からは、より一層適

正に労働時間を管理することができるよ

う、ＰＣログ管理支援システムを導入した

ところである。 

本市としても、法令及び時間外勤務の縮

減にかかる指針に基づき、使用者の責務と

して適正な勤務時間管理の徹底に努めてま

いるとともに、実際行われた超過勤務に対

しては、法令に基づく手当を適正に支給す

るとともに、労働基準法で定められた休憩

時間の適切な付与の徹底を図ってまいりた

い。 

22．労基法、条例に基づき休憩時間を付与

すること。また、保育所、学校園の休憩

時間取得状況調査を行うこと。保育所に

おいて勤務時間と開所時間が同じことに

よる超過勤務が発生していることについ

て、実態調査を行い、結果を明らかにす

ること 

職員の休憩時間については、労基法等に

基づき付与しているところであり、引き続

き適切な付与の徹底を図ってまいりたい。 
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23．「給特法」（公立の義務教育諸学校等の

教育職員の給与等に関する特別措置法）

が機能不全に陥っている状況の下で、次

の対応を行うこと。 

(1)原則、時間外勤務を命じない 

とする「給特法」（公立の義務教育諸学 

校等の教育職員の給与等に関する特別 

措置法）制定の国会論議・立法趣旨を 

守り、「歯止め」を行い、小学校 3割・ 

中学校で 6割の行うこと。教員が過労 

死ラインにあるという無定量、無制限 

な超過勤務が行われている無法・あっ 

てはならないブラックな状況を直ちに 

改善すること。 

(2)「労働時間の適正な把握のために使用

者が講ずるべき措置に関するガイドラ

イン」を学校園すべての職場・管理職に

徹底し、サービス残業・不払い労働の解

消、休憩時間の実効確保を実現するこ

と。 

(3)公立学校の場合、超過勤務の内容を限

定したいわゆる「限定 4 項目」は継続

されているが、現実的には、この「限定

4項目」以外にも、教員の恒常的な長時

間・過密労働において超過勤務が行わ

れている実態がある。一人ひとりの子

どもの発達課題に応じて、自主的、創

造的な教育的対応が求められるもと

で、職務の遂行にあたり、明確な職務

命令によらない「黙示の指示」によっ

て、法定労働時間を超えて勤務する場

合には、それをすべて教員の職務に求

められる自発性に還元することなく、

労働実態を踏まえて時間外勤務とみな

して対応すること。勤務実態を適正に

把握し、超過勤務手当を支給すること。 

(4)教職員にさらなる長時間勤務を強いる

過労死促進制度ともいうべき「1 年単

位の変形労働時間制」を導入しないこ

と。 

(5)定数の決定、学級編制基準の決定が大

阪市の権限となったもとで、他の先進

国に比べ学級規模が大きいことが、日

本の教職員の長時間労働の原因となっ

ている状況をふまえ、教員 1 人当たり

教育職員の勤務時間管理については、平

成 31年 1月に文部科学省より「公立学校の

教師の勤務時間の上限に関するガイドライ

ン」が示されたところである。本市におい

ても、令和元年 12 月に、「学校園における

働き方改革推進プラン(以下「プラン」とい

う)」を策定し、プランの内容に基づき、教

員の負担軽減の取組を進めて来たところで

ある。 

また、令和２年３月には「大阪市立学校

の教育職員の業務量の適切な管理等に関す

る規則」を制定し、各学校園に通知を行っ

たところである。 

引き続きプランや規則等を踏まえ、教職

員の時間外勤務の縮減に向け、各学校園に

おいて適正な労働時間の管理に向けた取組

みを進めてまいりたい。 

教育職員は、「公立の義務教育諸学校等の

教育職員の給与等に関する特別措置法」に

より時間外勤務手当を支給することができ

ないことから、原則として時間外勤務を命

じないこととし、超勤４項目に該当する業

務について、やむを得ない場合のみ、時間

外勤務を命ずることができるとされてい

る。 
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の授業時数の上限設定を行い長時間労

働の軽減を図ること。教員増を行い、

教員の労働過重の状況を改善するこ

と。 

 

24．使用者として、年休の計画的取得を行

うための取組を進め、年休取得を阻害す

る調査を行わないこと。 

人事室としても、職員の健康保持・増進

及び職業生活と家庭生活等との調和を図る

ために、年休の計画的取得を行うことが重

要であると認識している。 

年次休暇の取得状況の調査については、

平成 25 年度より行っているところである

が、あくまで、突発的な休暇を早いペース

で繰り返している等があった場合の、職員

の心身の健康状況等を把握する目的で行っ

ているものであり、休暇取得の内容自体を

調査するものではなく、また、年次有給休

暇の取得を阻害する目的ではない。 

また、平成 27年度より、調査時期の年休

残が一定日数を超えている職員について

は、報告の対象外とし、より目的に沿った

調査となるよう改善を図っている。 

 

25．次世代育成支援対策について、特定事

業主として安心して子どもを生み育てら

れる労働環境を保障するため、産前産後

休暇・育児休業の代替職員は正規職員を

採用し配置することを制度として確立す

ること。制度確立までの期間にあっては、

正規職員での代替要員の配置を全ての所

属で具体的に行うこと。正規職員での代

替職員の配置が困難な場合は、任期付職

員・会計年度任用職員等を採用し、欠員

を生じさせないこと。育児休業時の待遇

改善を抜本的に行うこと。 

職業生活と家庭生活の両立支援策につい

ては、職員の配偶者の就業の有無や育児休

業等の取得の状況に関わりなく、育児休業・

育児短時間勤務・部分休業を取得すること

ができることとし、子の看護休暇の取得上

限日数の緩和や３歳に満たない子を養育す

る職員の超過勤務の免除を導入するなど、

諸制度の整備に努めている。 

また、特定事業主行動計画については、

今年度より後期行動計画期間が始まったこ

とから、目標達成に向けて引き続き取組を

推進してまいりたい。 

今後とも事業主の責務として、計画の周

知徹底を図るとともに男性職員の育児休業

等の取得促進など、職業生活と家庭生活の

両立支援に向けた取り組みを推進してまい

りたい。 

なお、育児休業等の長期休業者に関する

代替措置については、任期付職員等による

対応を基本としているところであるが、ワ

ーク・ライフ・バランス推進プラン 2.0 に

基づき、育児休業等により長期間にわたり

欠員が重複することによる繁忙状況に対応

するための人的措置については、所属との
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協議を踏まえ、対応可能な範囲で本務職員

による代替措置の取組を行なっているとこ

ろである。 

今後ともワーク・ライフ・バランス推進

プラン 2.0 に基づく取り組みを進めてまい

りたい。 

 

26．休職、休業、休暇制度などの改善を行う

こと。 

(1)全国に例を見ない、病気休暇当初 3 日

間無給の取り扱いを廃止すること。子

どもや市民への感染拡大防止の観点か

ら、感染症による病気休暇の例外規定

の拡充をさらに行うこと。また、例外

規定の取り扱いに際しては、勤勉手当

の減額を行わないこと。 

休暇制度については、平成 25年４月１日

付けで、公務能率の向上、職員の適切な健

康管理及び制度の悪用・濫用防止を図る等

の服務規律確保の観点から、病気休暇の当

初３日間の無給化を含む抜本的な見直しを

実施した。 

また、平成 30 年 12 月より、インフルエ

ンザ等により病気休暇を取得する場合に

は、病気休暇当初３日無給の特例を認める

改正を行ったところである。 

なお、傷病手当金の受給期間への影響を

鑑み、平成 31年４月より、当初、病気休暇

開始の日から終了の日までの期間が 14 日

以下の病気休暇を申請したものの、結果と

して病気休暇が 14 日を超えることとなっ

た場合においては当初３日無給の対象外と

してきたところである。 

今後も引き続き、病気休暇の取得状況等

の分析を行いながら、適切な制度の運用に

努めてまいりたい。 

病気休暇による勤勉手当の減額は、病気

休暇の当初３日間の無給化に基づき導入し

たものではないため、インフルエンザ等に

より病気休暇を取得する場合における病気

休暇当初３日無給の特例を認める改正に連

動するものではなく、職員の勤務成績に応

じて支給する手当である勤勉手当の算出方

法を変更するのは困難である。 

 

(2)病気休暇及び介護休暇について、期末

手当及び勤勉手当の支給割合の日数算

定対象から除外すること。 

職員の勤務成績に応じて支給する手当で

ある勤勉手当の算出方法を変更するのは困

難である。また、期末手当についても困難

である。 

 

(3)災害時や災害発生が見込まれる場合の

職員の安全確保のための特別休暇等の

整備を行うこと。また、交通機関の計

画運休等により出勤又は帰宅に困難が

生じることが予想される場合の特別休

災害時の出退勤途上における特別休暇に

ついては、引き続き、他都市の策定状況や

運用状況を注視してまいりたい。 
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暇等の整備を行うこと。 

 

(4)メンタルヘルス対策の強化・充実とと

もに、病気休暇・休職後の職場復職が円

滑にすすむよう「病気休職者の復職支

援」の制度を改善すること。また、年次

有給休暇・特別休暇を取得しやすい職

場環境を整えること。 

休職者のうち心の健康問題による休職者

の割合が依然として高い状況の中、心の健

康づくり対策は積極的に取り組むべき重要

な課題であると認識している。 

引き続き、職員相談事業や啓発活動、職

員への教育・研修等心の健康づくり対策を

計画的に取り組んでまいりたい。 

また、病気休職者の復職支援については、

管理監督者向けの「管理監督者向けてびき

（職場環境改善・復職支援）」に沿って実施

している。 

 

(5)同一疾病による病気休職の期間の通算

については、復職後 1 年未満とするこ

と。 

病気休職の通算期間の取扱いについて

は、本市における復職後の就労状況等を踏

まえ、引き続き、病気休職制度の適切な運

用に努めてまいりたい。 

 

(6)介護休暇・看護欠勤制度は取得条件・

有給保障など改善をはかること。また、

代替要員を制度化すること。 

介護休暇・看護欠勤制度については、平

成 29 年４月から国の制度改正に伴う改正

を行ったところであるが、国からは、従前

より国の制度と均衡を失しないよう強い指

導を受けており、取得要件・有給保障など

の改正を行うことは困難である。 

また、育児休業者にかかる代替要員の制

度化については、育児休業法第６条に基づ

く任期付職員制度並びに育児休業法第 18

条に基づく育児短時間勤務に伴う任期付短

時間勤務制度について、平成 22年度より導

入し、平成 23年度からは、病気休職者や年

度途中での退職等の欠員の代替として臨時

的任用職員制度を活用しているところであ

り、引き続き、適切に運用してまいりたい。 

 

(7)不妊治療のための休暇（有給）を新設

すること。休暇の期間は国を上回るも

のとするとともに、時間単位での取得

を認めること。また、不育治療につい

ても同様の制度を創設すること。 

職員の妊娠・出産・育児等と仕事の両立

を支援するため、別紙「妊娠・出産・育児等

にかかる勤務条件制度の改正について」の

とおり改正してまいる。 

(8) 病気休暇の時間単位の取得を可能に

すること。 

平成 31 年４月より、がん等定期的な治

療・診断が必要となる病気休暇について、

１日又は１時間単位での取得を可能とする

よう、改正を行ったところである。 

引き続き、病気休暇制度の適切な運用に

努めてまいりたい。 
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(9)ボランティア休暇の復活、結婚休暇の

改善、各種休暇の取得単位を改善する

こと。 

特別休暇、職務免除制度については、民

間並みを基本とする人事制度の構築に向け

て抜本的な見直しを行うため、平成 22年度

に国家公務員の勤務条件を基本に民間状況

も踏まえた改正を行った大阪府の制度を参

考に改正・廃止等を実施し、適正に運用を

行っているところである。 

また、平成 31年４月より、現在、事実婚

の場合に取得できる休暇制度等について、

ＬＧＢＴなどいわゆる性的少数者の職員に

おいても利用可能としたところである。 

今後も国や他都市、民間状況の動向を踏

まえ、適正な職員の勤務労働条件の確保に

努めてまいりたい。 

 

(10)夏季休暇の半日取得を可能とするこ

と。 

夏季休暇は、職員が夏季における心身の

健康の維持及び増進又は家庭生活の充実の

ために取得するものであり、その本来の趣

旨から、取得単位を１日単位としていると

ころであるが、今後、本市職員の取得状況

の把握に努めてまいりたい。 

 

(11)時間年休の分割取得（例.30分＋30分

で 1時間休）を可能とすること。 

労働基準法上、年次休暇は、その本来の

趣旨に照らして、１日以上の単位で与える

ことを原則としており、例外的に時間単位

の付与までは可能としている。 

 

27．職場におけるパワーハラスメント根絶

にむけ、「パワーハラスメント防止指針」

にもとづき実効あるとりくみを行うこと

や相談窓口の改善など必要な施策を早急

に講じること。また、「服務規律」「成績

主義」の強化、「分限処分」を前提とする

指導強化によって発生するパワーハラス

メントを防止するとともに、是正するこ

と。 

パワーハラスメント対策については、安

全衛生管理の観点から取り組むとして、平

成 27 年 9 月に指針及び運用の手引きを策

定し各所属に相談窓口を設置するととも

に、平成 28年 4月には外部相談窓口を設置

したところである。引き続き、これらの取

組みが有効にパワーハラスメントの防止や

早期の問題解決につながるよう、研修等の

機会を通じて職員に対する啓発を行うなど

により取組みを推進してまいりたい。 

なお、相談窓口の設置等については管理

運営事項であるが、人事室として、外部相

談のあり方を含め検討を行い、相談体制の

充実に努めていく。 

 

 

28．あらゆるハラスメントの発生状況を把

握するとともに、ハラスメントの防止及

ハラスメント防止については、服務研修

等を通じて職員の意識向上を図るととも
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び排除に向けたとりくみを強化するこ

と。 

に、外部窓口を含むハラスメントの各種相

談体制の整備等に取り組んでいるところで

ある。 

また今年度は、「服務規律刷新プロジェク

トチーム会議」においても「ハラスメント

事案の発生防止」を市長部局における重点

取組項目の一つとして設定し、ハラスメン

ト防止にかかる通知の発出、管理監督者向

けの研修の充実等の取り組みを実施したと

ころである。 

今後も引き続きハラスメント防止に向け

た取り組みを実施してまいりたい。 

 

29．「教育委員会所管の学校における指導が

不適切である教員の研修に関する規則」

に基づく指導改善研修（以下「ステップ

アップ研修」）は、平成 16年（2004年）

から令和 3年（2021年）で、被研修者総

数（累積）99人中、現場復帰 10人、分限

免職 6人、依願退職等 39人、病気休職中

21 人（令和 3 年 4 月 1 日）となってお

り、休職、退職に追い込む制度となって

いる。 

「ステップアップ研修」について被研

修者からは、研修内容が人格を否定する

ものとなっている、「指導力向上支援・判

定会議」の詳細が説明されないなど、不

満、不信の声があがっている。 

勤務条件に大きな影響を及ぼす、客観

性を持たない、現場教職員、子どもの声に

耳を傾けない、排除の論理に貫かれた「指

導が不適切である教員」の対応を止める

こと。また、パワハラ的なステップアップ

研修については、必ず改善を図ること。 

 

本市では、知識、技術、指導方法、その他

教員として求められる資質能力に課題があ

るため、日常的に児童等への指導を行わせ

ることが適当ではない教員のうち、研修に

よって指導の改善が見込まれる者を「指導

が不適切である教員」と定義し、教育公務

員特例法および大阪市学校活性化条例に基

づき「教育委員会所管の学校における指導

が不適切である教員の研修に関する規則」

を定め対応することとしている。 

今後も、関係法令等の趣旨にのっとり、

適切な運用に努めてまいりたい。 

30. 職員の元気回復・福利厚生のための事

業は、民間企業・他都市の実態を調査し、

安心して働き続けられる制度保障を行う

こと。 

(1)正規・非正規職員を含めた制度として

改善すること。 

(2)事業内容の充実をはかること。 

(3)互助会への雇用者負担を行うこと。 

職員の福利厚生については、職員の士気

の高揚や勤労意欲の向上を図る観点からも

その果たす役割は重要であると認識してい

る。 

福利厚生の実施にあたっては、時代の要

請にあった、適切かつ公正なものとなるよ

う、絶えず見直しを図ることが重要である。 

本市の福利厚生事業については、地方公務

員法第 42条の趣旨を踏まえ、また、平成 22

年度に国より公表された「福利厚生施策の

在り方に関する研究会報告書」の内容にも
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留意したうえで、他都市の状況等を注視し

ながら、今後とも適切かつ公正な福利厚生

制度の構築に向け、取り組んでまいりたい。 

互助会への公費負担については、他都市

の状況等に鑑みて困難である。 

 

31．労働安全衛生のとりくみを充実させる

こと。 

(1)大阪市安全衛生常任委員会に市労組連

該当単組を参画させること。 

(2)労働基準法や労働安全衛生法等を遵守

し、職員の安全及び健康確保並びに快

適な職場環境の形成をすすめること。

また、そのための予算措置をすること。 

(3)仕事による強いストレスや過重な仕事

による精神疾患、脳・心臓疾患等に罹患

することを防止する取り組みを積極的

に行うなど、職員の健康管理に努める

こと。特に負荷の高い業務に従事して

いる職員に対する勤務時間管理や体制

面での配慮をすること。 

(4)休憩室、休養室、更衣室、トイレの設置・

改善を行うこと。 

(5)健康診断、がん検診の充実、自己負担軽

減を図ること。 

大阪市安全衛生常任委員会については、

委員会のあり方を含め検討してまいりた

い。 

職場の安全及び健康確保並びに快適な職

場環境の形成については、法を順守し、実

施しているところである。 

職員の健康確保については、労働安全衛

生法に基づく健康診断や長時間勤務職員に

対する産業医による面接指導などを実施し

てきたところである。加えて、平成 23年度

からは、心の健康づくり対策が積極的に取

り組むべき重要な課題であるとの認識か

ら、ストレス調査を実施してきたところで

あり、平成 28年度からは、平成 27年 12月

施行の改正労働安全衛生法に基づくストレ

スチェックを実施しているところである。

引き続き、職員の健康確保を目的として取

り組んでまいりたい。 

休憩室等の設置・改善については、研修

等において安全衛生関係法令における庁舎

整備に関する内容の周知啓発に取り組んで

まいりたい。 

また、健康診断の充実については、今後も

関係法令等を注視しつつ実施してまいりた

い。 

 

32．非常勤講師の賃金制度を月額報酬制に

戻し、賃金を大幅に改善すること。当面

賃金単価を大幅に引き上げるとともに、

勤務時間に応じた一時金を支給するこ

と。また、支給日を大阪府と同様の翌月

10日にすること。 

 

非常勤講師の報酬については、令和２年

４月からの会計年度任用職員への移行に伴

い、授業１時間（付随する準備及び評価の

時間を含む。）あたり 2,880円としていると

ころである。 

また、当年度６月以上の任用があり、週

当たりの勤務時間が 15 時間 30 分以上の非

常勤講師については、会計年度任用職員へ

の移行に伴い、期末手当の支給対象として

いるところである。 

今後とも国や大阪市全体の動向を注視し

てまいりたい。 
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33．学校における食育の推進に中核的な役

割を担う栄養教諭の欠員等に伴う臨時的

任用は、学校栄養職員としてではなく栄

養教諭の代替として講師の任用を行い、

食育の充実を図るとともに、代替者の報

酬の改善を図ること。 

 

本市では、平成 29年度の権限移譲後、栄

養教諭の定数内や病気や出産等によって長

期休業する栄養教諭の代替者については、

栄養教諭免許所持者である講師を任用し、

配置を行うこととしてきたところである

が、学校教育法等の関係法令の規定や他都

市状況等に鑑み、新たに学校栄養職員の職

を設置したところである。 

なお、臨時的任用職員の制度については、

令和２年４月以降、市全体で日額が廃止と

なり月額となることに伴い、いわゆる日額

臨任については月額化するとともに、常勤

職員との均衡を考慮し、基本的に常勤職員

と同様の勤務条件制度としているところで

ある。 

 

34．職員に通勤、職務遂行上に感染症対策

として不可欠なマスク等を必要数支給す

ること。そのための予算措置を行うこと。 

新型コロナウイルス感染症の感染防止に

向け、総務省通知等を参考に、職員の健康

管理・安全管理等について、各職場等にお

いて引き続き取組みを進めるよう通知して

いるところである。 

今後も、職員の労働安全衛生管理に係る

責務は各所属長が担っていることを踏ま

え、各所属・職場に応じた対策が適切に講

じられるよう、注意喚起・意識啓発に取り

組んでまいりたい。 

 


